
JP 2010-252302 A5 2013.2.14

10

20

【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第７部門第３区分
【発行日】平成25年2月14日(2013.2.14)

【公開番号】特開2010-252302(P2010-252302A)
【公開日】平成22年11月4日(2010.11.4)
【年通号数】公開・登録公報2010-044
【出願番号】特願2010-2669(P2010-2669)
【国際特許分類】
   Ｈ０３Ｈ   9/19     (2006.01)
   Ｈ０３Ｈ   9/215    (2006.01)
   Ｈ０１Ｌ  41/18     (2006.01)
   Ｈ０１Ｌ  41/09     (2006.01)
   Ｈ０１Ｌ  41/22     (2013.01)
   Ｈ０１Ｌ  41/187    (2006.01)
   Ｈ０１Ｌ  41/12     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｈ０３Ｈ   9/19    　　　Ｊ
   Ｈ０３Ｈ   9/215   　　　　
   Ｈ０１Ｌ  41/18    １０１Ａ
   Ｈ０１Ｌ  41/08    　　　Ｃ
   Ｈ０１Ｌ  41/22    　　　Ｚ
   Ｈ０１Ｌ  41/18    １０１Ｄ
   Ｈ０１Ｌ  41/18    １０１Ｂ
   Ｈ０１Ｌ  41/18    １０１Ｚ
   Ｈ０１Ｌ  41/08    　　　Ｌ
   Ｈ０１Ｌ  41/12    　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成24年12月19日(2012.12.19)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　振動により圧縮応力または引張応力が作用する第１の領域と、前記第１の領域に圧縮応
力が作用する場合は引張応力が作用し前記第１の領域に引張応力が作用する場合は圧縮応
力が作用する関係にある第２の領域と、を備え、第１の面内で屈曲振動する屈曲振動体と
、
　前記第１の領域と前記第２の領域の間に、前記屈曲振動体よりも高い熱伝導率の材料を
用いて前記第１の領域と前記第２の領域とを熱的に接続する熱伝導路と、を備え、
　前記熱伝導路の数をｍ、前記熱伝導路の熱抵抗率をρth、前記屈曲振動体の熱抵抗率を
ρV、前記屈曲振動体の前記第１の面と直交する方向の厚みをｔv、前記熱伝導路の厚みを
ｔthとしたときに、ｔth≧（１／ｍ）×ｔv×（ρth／ρv）の関係を満たすことを特徴と
する屈曲振動片。
【請求項２】
　請求項１に記載の屈曲振動片において、
　前記熱伝導路は屈曲振動片の外面に設けられることを特徴とする屈曲振動片。
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【請求項３】
　請求項１または２に記載の屈曲振動片において、
　前記屈曲振動体の機械的な振動周波数をｆｒ、前記屈曲振動片の熱緩和周波数をｆ20、
円周率をπ、前記屈曲振動体に用いた材料の振動方向の熱伝導率をｋ、前記屈曲振動体に
用いた材料の質量密度をρ、前記屈曲振動体に用いた材料の熱容量をＣp、前記屈曲振動
体の振動方向の幅をａとし、ｆ0＝πｋ／（２ρＣpａ

2）としたとき、１＞ｆｒ／（ｆ0＋
（ｆ20－ｆ0）／３）の関係を満たすことを特徴とする屈曲振動片。
【請求項４】
　請求項１または２に記載の屈曲振動片において、
　前記屈曲振動体の機械的な振動周波数をｆｒ、円周率をπ、前記屈曲振動体に用いた材
料の振動方向の熱伝導率をｋ、前記屈曲振動体に用いた材料の質量密度をρ、前記屈曲振
動体に用いた材料の熱容量をＣp、前記屈曲振動体の振動方向の幅をａとし、ｆ0＝πｋ／
（２ρＣpａ

2）としたとき、１≧ｆｒ／ｆ0であることを特徴とする屈曲振動片。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか一項に記載の屈曲振動片において、
　前記熱伝導路が屈曲振動体に設けられた励振電極の少なくとも一部であることを特徴と
する屈曲振動片。
【請求項６】
　請求項１～４のいずれか一項に記載の屈曲振動片において、
　前記熱伝導路が不導体材料であることを特徴とする屈曲振動片。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれか一項に記載の屈曲振動片と、
　該屈曲振動片を駆動させる発振回路と、を少なくとも備えることを特徴とする発振器。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１３】
　〔適用例１〕本適用例にかかる屈曲振動片は、振動により圧縮応力または引張応力が作
用する第１の領域と、前記第１の領域に圧縮応力が作用する場合は引張応力が作用し前記
第１の領域に引張応力が作用する場合は圧縮応力が作用する関係にある第２の領域と、を
有する屈曲振動体からなり、前記第１の領域と前記第２の領域の間に、前記屈曲振動体よ
りも高い熱伝導率を有する材料からなり前記第１の領域と前記第２の領域とを熱的に接続
する熱伝導路を有する屈曲振動片であって、前記熱伝導路の数をｍ、前記熱伝導路の熱抵
抗率をρth、前記屈曲振動体の熱抵抗率をρv、前記屈曲振動体の振動方向と直交する方
向の厚みをｔv、前記熱伝導路の前記屈曲振動体の振動方向と直交する方向の厚みをｔth

としたときに、ｔth≧（１／ｍ）×ｔv×（ρth／ρｖ）の関係を満たすことを特徴とす
る。また、ある形態では、振動により圧縮応力または引張応力が作用する第１の領域と、
前記第１の領域に圧縮応力が作用する場合は引張応力が作用し前記第１の領域に引張応力
が作用する場合は圧縮応力が作用する関係にある第２の領域と、を備え、第１の面内で屈
曲振動する屈曲振動体と、前記第１の領域と前記第２の領域の間に、前記屈曲振動体より
も高い熱伝導率の材料を用いて前記第１の領域と前記第２の領域とを熱的に接続する熱伝
導路と、を備え、前記熱伝導路の数をｍ、前記熱伝導路の熱抵抗率をρth、前記屈曲振動
体の熱抵抗率をρV、前記屈曲振動体の前記第１の面と直交する方向の厚みをｔv、前記熱
伝導路の厚みをｔthとしたときに、ｔth≧（１／ｍ）×ｔv×（ρth／ρv）の関係を満た
すことを特徴とする。また、ある形態では、熱伝導路は屈曲振動片の外面に設けられるこ
とを特徴とする。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
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【補正対象項目名】００１９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１９】
　〔適用例４〕上記適用例にかかる屈曲振動片において、前記熱伝導路が屈曲振動体に設
けられた励振電極の少なくとも一部であることを特徴とする。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２１】
　〔適用例５〕上記適用例にかかる屈曲振動片において、前記熱伝導路が不導体材料であ
ることを特徴とする。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２３】
　〔適用例６〕本適用例にかかる発振器は、上記適用例のいずれかに記載の屈曲振動片と
、該屈曲振動片を駆動させる発振回路と、を少なくとも備えることを特徴とする。
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